
お願い

・紙資源使⽤量削減のため、可能な限り印刷せず電子端末にて閲覧をお願いします。
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置き配バッグ活用実証実験とは︖
諏訪市が令和4年度に2050ゼロカーボン事業の一環で実施した取組です。置き配バッグを活⽤することによる、
荷物の再配達時の⼆酸化炭素排出量削減、新しい⽣活様式の導⼊効果の実証を目的に実施しました。

① 申込み

② 置き配バッグ提供

③ ⾃宅への設置

④ 利⽤状況調査への回答

⑤ 最終調査への回答

⑥ まとめ・分析

市 モニター

１ 概要｜実験の概要

◆実験期間 令和4年8月13日〜12月30日

◆提供物品 置き配バッグOKIPPA
◆対象モニター 申込みされた諏訪市内在住者 実証実験の流れ（略図）



モニターに対し隔週での調査を実施
置き配バッグを設置することで再配達がどれだけ削減できたか、隔週で調査を実施しました。調査の依頼と回
答はインターネットを基本としています。また、調査開始時には属性調査、実験終了時には実証実験を通じて
の意識変化の状況等を調査しています。
また、宅配事業者に対しても実証実験を通じた変化等について調査を実施しました。

１ 概要｜調査項目

年代、住居形態、家族構成、職業、
インターネット通販活⽤頻度、最近1年間の再配達頻度

対面での荷物受取回数、置き配バッグを使っての荷物受取回数、
再配達となった回数（再配達となった理由）

モニター

宅配事業者

調査対象 調査 項目

属性調査

利⽤状況調査

利⽤状況調査に加え、実証実験を通じての感想等最終調査

事業者調査 事業者視点からの置き配に対する意⾒等調査



市⺠モニター申込状況
7月1日から500名を上限にモニターの募集を開始。諏訪市公式LINE、HP、保育園、小中学校へのチラシ配布
により周知を実施。⻑野県初の取組ということもあり、地元紙へも取組が掲載されたことによる効果もありま
した。また、事業者と協⼒しSNS（Instagram、facebook）での広告掲載も実施。最終的に478名の市⺠がモ
ニターに参加しました。

１ 概要｜モニター数

調査対象モニター数の推移

8/26 9/9 9/23 10/7 10/21 11/4 11/18 12/2 12/16 12/30
（最終）

478名

375名
404名

431名 443名 445名 446名

461名 467名

440名



多様な年齢層からの申込み

今回の実証実験は、幅広い年齢層の⽅に参加
していただいていますが、30~50歳代が
72.3％を占めており、働く世代の参加が目⽴
つ結果となっています。

２ 調査結果｜属性調査｜年齢層・住居形態

４分の３が⼾建住宅に居住中

⼾建が72.6％となり、多くの⽅が一軒家にお
住いのことがわかります。地⽅都市ならでは
の住居形態が現れています。

年齢層

住居形態

10歳代 0.4％

20歳代 10.3％

30歳代 25.7％

40歳代 23.8％

22.8％ 50歳代

10.7％ 60歳代

6.3％ 70歳代以上

⼾建(持ち家) 67.6％

⼾建(賃貸)
5.0％

賃貸アパート
23.0％

3.1％ 賃貸マンション

1.2％ 分譲マンション・その他



８割以上が就労中

会社員、公務員、⾃営業、パート・アルバイ
トといった仕事をされている⽅が8割を超えて
います。昼間不在となる確率が⾼い⽅々が多
いことがわかります。

２ 調査結果｜属性調査｜職業・家族構成

職業

会社員 46.0％

公務員 11.9％
5.6％ ⾃営業

8.4％ 専業主婦

19.2％
パート・
アルバイト

0.8％ 学⽣
7.9％ その他

家族構成

単身 14.4％

48.5％
親と未婚の子ども

4.6％
夫婦とその親

12.1％ その他

夫婦のみ 20.3％

子育て世帯の多さ

親と未婚の子どもという構成がほぼ半数を占
めていることから、子育て世帯が多く利⽤さ
れていると想定します。



96.5％が毎月ネット通販を活⽤

モニターの95.6％がインターネット通販を毎
月活⽤している状況です。インターネット通
販、ECサイトが市⺠⽣活に普及していること
がわかります。

２ 調査結果｜属性調査｜ネット通販活⽤頻度・再配達頻度

再配達頻度の多さ

モニターの44.0％は荷物の2個に1個以上が再
配達になってしまっています。また、9割以上
の⽅が3個に1個以上の荷物が再配達となって
いる状況です。

ネット通販
活用頻度

最近1年間の
再配達頻度

週1回以上 23.6％

月2〜3回 55.9％

0.4％ 活⽤していない

16.1％ 月1回以上

4.0％ 年に数回

ほぼ全ての荷物
12.8％

3割程度の荷物
47.9％

ほとんどない
8.2％

半分以上の荷物
31.2％



置き配バッグの活用頻度の多さ
置き配バッグの活⽤実態について隔週にて調査を実施。市⺠モニターの協⼒により⾼い回答率となりまし
た。市⺠の皆さんが実証実験に⾃分事として参加したことが、この数字に表れていると考えます。
また、グラフを⾒てわかるように、全体の荷物、特に対面受取とならない機会での置き配バッグ活⽤頻度
が多いことが目⽴ちます。置き配バッグが活⽤されている実態を表しています。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜回答集計

置き配バッグ
での受取個数

8/13
~8/26

8/27~
9/9

9/10
~9/23

9/24
~10/7

10/8
〜10/21

10/22
〜11/4

11/5
〜11/18

11/19
〜12/2

12/3
〜12/16

12/17
〜12/30

対象期間

回答率

再配達での
受取個数

対面での
受取個数

88.3% 85.6%
81.2%

84.1% 84.4%

68.3%

69.7%

80.9% 78.4%
81.4%

平均回答率80.2％

289 329 359 407 384 268 257 436 547 589

704

76

632

66 56

583

88

710
627

65

505

44

515

42

777

89

766
1006

77 102



対象荷物の84.6％の再配達を抑制
設置した置き配バッグを活⽤して受け取った荷物は延べ3,865個であり、モニターに配布したバッグ１個
あたり平均8.1個受け取ったことになります。また、置き配バッグを使うことで、本来再配達になってし
まうはずだった荷物のうち約84.6％の再配達を抑制したこととなります。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜再配達抑制率

対面受取荷物 (A)
置き配バッグで

受け取った荷物 (B) 再配達となった荷物 (C)

再配達が抑制された回数

6,825個 3,865個 705個

84.6％再配達抑制率 B
B + C

= =



累計で約1.8ｔの⼆酸化炭素排出量削減を実現
再配達を抑制したことで、実証実験期間で累計して1,811.29kgの⼆酸化炭素排出量を削減したこととな
ります。これは、杉の木約205本が年間に吸収する⼆酸化炭素量に相当します。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜⼆酸化炭素排出量削減量

1,811.29 kg-CO2 

削減した
⼆酸化炭素排出量

A:対面での受取回数 B:置き配バッグを活⽤した受取回数 C:再配達となった回数

A + B + C  ×  0.58※１ × B A + B + C  × １※２ ×  1,000 ×  808 ※３  1000000ൗ
※１ 宅配事業者から提供の配送⾞の⾛⾏距離を取扱個数で除して算出。幹線輸送の数値を
含まない。（km/個）（※環境省「宅配の再配達の削減に向けた受取⽅法の多様化の促進等
に関する検討会報告書」 ）
※２ 積載量の平均を１tと想定
※３ 営業⽤小型⾞の⼆酸化炭素排出単位（t-CO2/t・km）

※４ スギ⼈⼯林1haあたりの年間⼆酸化炭素吸収量（t-CO2）（※林野庁HP）
※５ 1haに1,000本の⽴木があると仮定した場合

削減した⼆酸化炭素排出量8.8※４ 1,000※５⁄
205本分

杉の⽊の年間⼆酸化炭素
吸収量に換算すると…



若い世代の再配達対象荷物割合の⾼さ
各年代の一⼈当たり再配達対象荷物の個数を⾒ると30歳代が目⽴ちます。
一⼈当たり荷物数と比較しても多いことがわかり、一⼈当たりの置き配
バッグ活⽤回数も30歳代が多いことがわかります。宅配便利⽤機会に対して
不在となる確率の⾼さが表れています。
なお、荷物数で計算した再配達抑制率も30歳代は88.9％と
最も⾼くなっています。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜属性による特徴

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

荷物総数

再配達可能性荷物数

置き配バッグ活⽤数

【一⼈あたりデータ】

14.5個
18.8個

23.6個

20.1個

25.9個

33.1個

24.6個

8.0個

5.5個

10.7個

9.2個

12.0個

10.7個
7.5個

6.1個

9.4個

7.8個

9.8個

8.0個 6.1個

4.6個



荷物の種類による再配達
置き配バッグを活⽤しても再配達となってしまう理由として、冷蔵・冷凍での受渡が必須なクール便等が
最も多く、次いでクレジットカードの受渡等本⼈確認が必要な荷物が続きました。荷物の種類に依存する
理由ではありますが、これらの受取⽅法についての⼯夫が、再配達を更に減らすことにつながります。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜再配達となった主な理由

第１位 クール便等であった（184件）

第２位
第３位

※4位以下の理由 4位 置き配指定をしなかった、5位 置き配バッグを設置し忘れた、
6位 別の荷物で置き配バッグを既に利⽤していた、7位 代引・着払い等だった、
8位 置き配バッグの設置に不備があった

本人確認が必要なものだった（105件）

置き配バッグ非対応の大きさだった（102件）

また、その他には以下のような理由がありました。配達員側の置き配に対する知識、購⼊時の置き配指定
可不可、正しい設置⽅法、設置場所等の課題が⾒受けられました。

「通販の注文画面に置き配の選択肢がない」

「配達員が⼊れて良いか迷ってしまったとのこと」
「夜だったため、配送業者の⽅が置き配バックに気が付かなかった」

「宅配業者さんが置き配の使い方がわからず荷物を持ち帰ってしまった」
「大雨の予報があり、バッグを設置しなかった」



実験を通じた意識醸成
本実証実験は置き配という⽣活に身近な取組による「ライフスタイルの変革」を狙った取組でした。その
取組を通じて、72.2％の⽅の脱炭素社会実現への関心が⾼まるという結果につながりました。脱炭素社会
実現は一⼈ひとりの意識変革が重要です。今回の様に、多くの市⺠が実施できる取組をすることが、意識
変革につながることがわかります。

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜実証実験を通じて

Ｑ︓実験開始時と比較して脱炭素社会
実現への関心は⾼まりましたか

Ｑ︓置き配の普及が脱炭素社会実現に
効果的であると思いますか

思う 85.9％

72.2％
高くなった

27.8％ 変わらない
12.9％ 変わらない

1.3％ 思わない

意識調査結果
（実証実験終了後実施）



生活の質向上を実感する置き配

２ 調査結果｜利⽤状況調査｜実証実験を通じて

利便性
・配達日時設定ができない時や体調不良中で対応が出来ない時にも有効でした。
・再配達はストレスだったので、置き配バッグを活用できてよかった。
・環境への配慮だけでなく、対面での接触を避けた受け取り⽅法は便利だと感じました。

実証実験に参加した感想をお聞きしたところ、「⽣活が便
利になった」という利便性向上に関連するコメントを多く
の⽅からいただきました。その上で、脱炭素社会への貢献
について感じ、意識する機会となったとの傾向があります。
また、一⽅で盗難や留守中の防犯といった懸念についてコ
メントされる⽅もいらっしゃいます。
懸念に対する⼯夫を⾏い、⽣活の質向上を実現した結果が
脱炭素社会につながるという取組であったことがわかりま
す。

・道に面しているので、高額な商品は流⽯に不安で使うのをためらいます。
・置き配バッグ＝留守と認識されるので、⼯夫が必要と思いました。

・脱炭素社会へ少しでも貢献できた喜びがありました。
・再配達とCO2削減の関係を意識するいい機会となった。
・今年1年SDGsを意識し⽣活していたので、モニター参加して再配達の回数が激減して良かった。

脱炭素

懸念点

市⺠からの感想（一部抜粋）

日常課題 脱炭素社会

意識醸成実現

両⽴



宅配現場では年々荷物が増加
主要宅配事業者3社に対しても調査を実施。実証実験開始後及び昨年同時期と比較した置き配活⽤頻度は
増加しているものの、荷物の数量⾃体も増加していることで、再配達荷物の数量は変わらないとの回答が
半数となりました。置き配を含めた宅配荷物受取の⼯夫を進めることが必要なことがわかります。

２ 調査結果｜宅配事業者調査｜集計結果

実証実験開始後 昨年同時期⽐較の荷物数量

昨年同時期⽐較 昨年同時期⽐較の「再配達」荷物数量

増えた 100％ 増えた 67.9％

32.1％ 変わらない

増えた 96.4％

3.6％ 変わらない

変わらない 50.0％

39.3％ 減った

増えた 10.7％

置き配活用頻度 数量



宅配事業者、市⺠、⾏政による協働の必要性
宅配事業者視点からは、置き配に対する効果としては業務効率化が回答の半数を超え、
最も多くなっています。働き⽅改革と併せて、配達現場にかかる負荷が大きくなっていることから
「物量増加、再配達増加に伴い、ドライバーの数が圧倒的に不⾜している」
というコメントもいただいています。
また、置き配バッグ普及を望む声が多い一⽅、「表札への氏名表記」、「わかりやすい場所への置き配バッグ
の設置」といった、置き配バッグ設置者側の⼯夫も必要であることがわかります。
そんな中、多くの宅配事業者が独⾃のアプリを発⾏したり、⻑野県地球温暖化防⽌推進センターを中心に宅配
事業者等と共に再配達削減キャンペーンを実施し、1回で荷物を受け取るための取組を進めています。
今後も市⺠、事業者、⾏政が互いを思いやり、協働することが必要です。

２ 調査結果｜宅配事業者調査｜集計結果

宅配事業者視点での
置き配をすることの効果

55.0％
業務効率化

20.0％
顧客満⾜度向上

10.0％
働き方改革

【置き配について】
・更に増加してもらえれば置き配が増えるので効果的
・配置していただけるお宅が増えるように、さらに周知してい

ただきたい。
・市からの支援があれば、置き配バッグ、ＢＯＸの普及をどん

どん進めていただきたい。
・表札等で名前が確認出来なければ、誤配の可能性もあるため、

実際にはバッグがあっても不在表を⼊れてからの対応にして
いる。名前が確認できるという条件がある。

・大きい荷物（140サイズ）が⼊るものがあれば助かる。
・未使⽤時は折りたたんであるのでわかりづらい。

【配達現場の実情】
・物量増加、再配達増加に伴い、ドライバーの数が圧倒的に

不⾜している。

12.5％
地球温暖化対策

2.5％ その他

宅配事業者からのコメント（一部抜粋）



実証実験の直接効果

実証実験により脱炭素社会実現への
意識が⾼まったモニターの割合 ▶▶

まとめ

約1,811kg-CO2

実証実験による意識変革

72.2％

※スギの木205本分の
年間ＣＯ２吸収量に相当

参加者の再配達削減率 ▶▶

削減された再配達荷物数 ▶▶

実証実験の実施により、置き配という⾏為そのものによる⼆酸化炭素排出量の削減がされ、
同時にコロナ禍における非接触受取りの実現、配達員の負担軽減にもつながる取組となりました。
また、置き配という⽣活に身近で取り組みやすい⾏為を通じて、
脱炭素社会実現に向けた意識醸成が進んだことも成果の一つです。
再エネの導⼊等設備投資を伴う⾏為はハードルが⾼いものになりますが、
意識醸成による⼟台をつくりあげることが、一⼈ひとりの取組を後押しすることとなります。
この実証実験の結果を、市の脱炭素社会実現に向けた取組の参考材料としてまいります。

84.6％

3,865個

⼆酸化炭素排出削減量 ▶▶

一人ひとりの意識醸成という効果


